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１	
 研究の背景と目的 	
 	
 	
 

文化財保護法第 1条では，文化財を保存し，かつそ

の活用を図ることが法の目的とされている注1）。しかし

ながら，1996年まで，歴史的建造物保護の主たる対象

は，特定の慣習において限定的に利用される社寺建築

などが多く，日々の生活の中で利用される現代的な活

用には馴染まない建造物が中心であった 1）。一方，時

代あるいは地域の特色をよく表している身近な建造物

も地域の資産として活かすため，1996年文化財保護法

の改正により，文化財登録制度が追加された。また，

保存対象となる歴史的建造物は年々増加傾向にある。

登録文化財制度では，文化財の評価は歴史的価値にと

どまらず，地域振興やまちづくりといった視点など，

多角的側面を持ちはじめつつある 2,3）。 

	
 一方，各地の過疎化や人口減少にともない，担い手不

足による文化財の保全・維持は一層困難になってきてい

る。このようななか，2012 年から文化遺産を活かした

観光振興・地域活性化事業（文化庁）が勧められている

注2）。また 2016年「文化財活用・理解促進戦略プログラ

ム 2020」が策定され，文化財を観光資源に活用するこ

とで，予算の支出対象から予算の獲得対象へ転換する動

きもみられた 4）。さらに歴史的建造物の保存や活用は，

官庁営繕をはじめとした，所有者や行政機関が主体とな

って行われてきたが，NPO などの民間組織によるもの

も増加傾向にある 5,6,7）。このようななか，2011年からは

「NPO 等による文化財建造物の管理活用事業」が実施

され，文化財建造物の管理活用を文化庁からNPOなど

に委託することが可能となった。さらに，2016 年から

は「NPO 等による文化財建造物管理活用の自立支援モ

デル」が実施され，民間による文化財建造物の自立した

維持管理を求めている。 

つまり，行政だけでなく，官民連携もしくは民間主導 

による歴史的建造物の活用も，地域の歴史文化を後世に

継承するための有効な手法になりつつあることがわかる。 

	
 しかし，歴史的建造物の活用にあたって，文化財とし

ての価値を損わないことを前提としているため，地域資

源としての魅力がある歴史的建造物も，活用が進みにく

い実態がある。特に民間主導の活用の場合は，保全と適

切な活用の両立を実現する活用用途や資金調達の方法な

ど，様々な課題がある。 

	
 そこで本研究では，地方都市における官民連携もし

くは民間主導による身近な歴史的建造物の活用事例を

通して，それらの活用体制と特徴を明らかにする。今

後の歴史的建造物を活用する際，活用用途の検討や運

営管理体制の構築などにおいて有益な知見を得ること

を目的としている。 

２	
 研究方法

文化財保護法は 1950年に制定されており，文化財は

主に 8種類に分けられる。建築物を含む重要文化財と

登録有形文化財のうち，登録有形文化財である歴史的

建造物の方は，現状変更に関する制限が比較的緩やか

であるため，所有者や地域住民などが自発的に働きか

け，活用しやすいと考えられる。そこで本研究では，

民間による活用が容易な登録有形文化財の運営主体も

しくは所有者に対し，アンケート調査とヒアリング調査

を行うことで，登録有形文化財活用の実態を把握し，そ

の活用体制と特徴を明らかにする。 

３	
 登録有形文化財の活用事例と傾向

地方都市において，登録有形文化財を豊富に持ち，民

間主導よる活用が見られた地域の事例を選定した。まず，

選定対象となる活用事例の都道府県を選定する。具体的

には，担い手不足や人の往来が少ないといった困難な環

境でも活用を進めている事例を抽出するため，【人口】

と【人口密度】が中央値以下であることとした。さらに，
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登録有形文化財を豊富に持つ都道府県を抽出するため，

【登録有形文化財棟数】が中央値以上であることとした

注 3）。選定した都道府県は，大分県，高知県，和歌山県

の 3県である。さらに，官民連携，もしくは民間主導で

運営している登録有形文化財の事例を収集するため，選

定した 3県の教育委員会文化財課に対し，ヒアリング調

査を行った（表１）。結果として，3県より 12事例を収

集することができた（表 2）。 

 

 

	
 

３．１	
 登録有形文化財活用の内容	
 

	
 登録有形文化財活用事例の活用実態を明らかにする

ために，収集した 12事例の運営主体もしくは所有者に

対し，アンケート調査を行った。その結果を表 2に示

す。誰がどのように活用体制を構築しているのかを明

らかにするため，まず回答が得られた 11事例の【所有

者】，【運営主体】，【活用内容】，【関連主体】の特徴を

把握する（表 2）。 

【所有者】に関しては，「地域住民」が最多で 4/11件

である。次いで「行政」が 3/11件であった。それ以外，

「民間企業」や「公益法人」など多様であることが確

認された。 

【運営主体】に関しては，「民間企業」が 4/11 件で最

多である。次いで，「地域住民」が 3/11 件，「公益法

人」が 2/11 件，「NPO 法人」，「その他」が 1/11件で

ある。このことから，多様な民間主体が歴史的建造物

を活用していることが窺える。 

【活用内容】に関しては，「イベント」や「施設貸出」

など自由度の高い活用は 10/30件である。「観光案内」，

「レンタサイクル」，「体験学習」，「史料展示」，「休憩

所」など主に観光客を対象とする活用は 9/30件である。

「喫茶店」，「料亭」，「食事処」などの飲食系は 6/30件

である。また，約 9割（10/11件）の事例で 2つ以上

の活用内容が確認された。その 10事例のうち，「イベ

ント」として活用されているのが 7件であった。つま

り，歴史的建造物を活用する際，観光系や飲食系に加

え，イベントと併用し，多様な用途で活用する傾向に

あることがわかった。 

【関連主体】に関しては，9/11件は複数主体と関わりな

がら活用を推進していることがわかった。関連主体のう

ち，行政が 5/24件と最多である。次いで，任意団体，地

域住民とも 4/24件である。また，関連主体が最多（6主

体）の事例F，Iとも行政所有であることがわかった。 

	
 以上のことより，歴史的建造物は，多様な主体と関わ

りながら，観光系や飲食系に加え，イベントと併用し，

多様な用途で活用される傾向にあることもわかった。 

３．２	
 活用事例の事業費実態	
 

次に，事例の事業費の傾向を把握する（表 2）。事業

費について回答があった事例は 8事例である。 

事業費のうち初期投資は，最大が行政所有 B の約

1885万円，最少が地域住民所有Hの約160万円である。

維持費は，最大が行政所有Fの約 600万円で，最少が

地域住民所有 Hの約 10万円である。また，初期投資

の財源に関しては，行政所有の事例は「行政」からの

投資であり，民間企業や地域住民など民間所有の事例

は「自己投資」や「銀行借入」による投資であること

がわかった。維持費の財源に関しても，初期投資と同

様であったが，民間所有の事例のうち 1事例は「売上」

を維持費に充てていることが確認できた。 

つまり「民間企業」以外の民間所有の事例は「行政」

所有の事例と比べ，低コストで施設を維持しており，

その費用は自己資金や借入であることがわかった。一

方で，売上により，施設運営を行っている事例は 1事

例にとどまっている。 

３．	
 ３	
 活用事例の波及効果	
 

回答があった11事例のうち，10事例とも活用による変

化や効果（波及効果）があると確認された。また，それ

らの波及効果注4）は施設内と施設周辺に分けて確認した。	
 

施設内で起きた変化や効果の割合は，「施設利用者の

増加」が 6/16件で最多であり，次いで，「施設内での

イベントの増加」が 5/16件である。その他では「地域

住民のたまり場」や「地場産品販売及びカフェ営業」，

「歴史的建造物の認識の変化」が挙げられた。 

施設周辺で起きた変化や効果の割合は，「イベントの

増加」と「まち歩きツアー開催」がともに 4/16件と最

多であり，次いで，「空家・空店舗の減少」と「その他」

が 3/16件である。その他では「観光客の増加」，「地域

住民の関心度増加」，「交流人口の増加」が挙げられた。 

以上のことより，歴史的建造物の活用は，地域住民

表1	
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C,)K 2016�11'30&s/tw12'1&s*t
�DIH�8 �
8u�-�8uN98

C,$0 ">���#�B#�Es�F3t �eMAbpnqrom?U

C,	�
OQ`f+�m
\ha2]\P

1v�6J(�#�Es�<3tbSk
2v15%@���Vpnqro�DIH�8eSk
3vG���u;4u�(m?!^YbdXu�.�
b?_aTku
RRj[Xg.Kfib?_aTk
4v15	�Vu��7d�5bgdX:�=jLlkZcVbWk
RR%@bSk

 550



の歴史的建造物への関心を深めつつ，人の往来を創出

することで，地域への波及効果があると所有者や運営

主体は捉えている。 

また，行政所有の公益法人に委託運営している事例

F，Iによる波及効果がそれぞれ 6件と 7件で，最多で

あると確認された。次いで，地域住民所有の事例Hに

よる波及効果も 6件と多いことがわかった。 

３．４	
 活用事例の活用体制の傾向	
 

回答が得られた 11事例を【所有者】の属性により「行 

政」，「公益法人」，「民間企業」，「地域住民」，「その他 

（築造者の直系，他所在住）」の 5つに分類した。全

11事例の運営体制の可視化を行い，分類ごとに全ての

連携内容を図 1に示している。また，関連主体と関連

内容が複数一致した場合のみ，連携団体と連携内容を

太線で示した。 

所有者が「行政」の事例は 3事例である。これらは

指定管理者により運営されている。初期投資と維持費

は公的な補助金や事業委託金によって補っている。ま

た，教育機関をはじめ様々な主体と関わりながら，多 

様な用途で活用を行っていることがわかった。 

所有者が「公益法人」の事例は1事例である。初期
投資と維持費は自己資金によって補っている。所有者

図1	
 活用事例の活用体制のモデル図注5） 

表2	
 大分県，高知県，和歌山県における登録有形文化財活用事例一欄
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は「自治会」とイベントを共催することで連携し，「商

工会議所」とも，地域活性化や観光の推進を図るため

に連携している。	
 

所有者が「民間企業」の事例は，2事例である。初
期投資と維持費は銀行借入によって補っている。また，

民間企業同士の連携によるイベントの増加を図ってい

ると考えられる。	
 

所有者が「地域住民」の事例は，4事例である。初
期投資と維持費は自己資金や銀行借入によって補って

いる。また，文化財の登録や活用企画などのことで行

政や専門家に相談したり，地域住民や任意団体と連携

してイベントを共催している。 

所有者が「その他」の事例は，1事例である。初期

投資と維持費は自己資金によって補っており，「その他」

は築造者の直系で，他所在住者が所有している。所有

者は文化財の登録やイベント企画によって，行政や専

門家の支援と協力を受けていた。この施設は，施設貸

出を主に行っているため，関連主体が多く，多様な用

途による活用が行われていることがわかった。 

４	
 まとめ

登録有形文化財の活用事例から，運営主体は民間企

業や地域住民，NPO法人など多様である。それらの運

営者は複数の他主体と関わりながら，観光系や飲食系

に加え，イベントと併用し，多様な用途で活用する傾

向にあることがわかった。それらの歴史的建造物の活

用は，地域住民の歴史的建造物への関心を深めつつ，

人の往来を創出することができる。それにより地域へ

の波及効果があると所有者や運営主体は捉えている。 

	
 特に行政所有の場合は，公的な資金である補助金に

よって事業費を補っている。そのため，NPO法人や教

育機関，専門家など多様な団体と関わりながら，多様

な用途で活用事業を推進し，施設利用者増加やインベ

ントの増加など波及効果が最も多いと確認された。 

民間所有の場合は，事業費を自己資金や銀行借入，

売上で補っている。それにより，行政に比べ関連主体

数が少なく，主にイベントの共催による連携である。

そして，施設利用者の増加やイベントの増加，さらに

空き家・空き店舗減少など地域への波及効果も確認さ

れた。また所有者が地域住民である場合，活用する際

に活用企画や文化財の登録などのことで専門家や行政

に相談する。活用事業費の確保が困難であっても，行

政や専門家の支援や協力を得ながら，活用事業を推進

していることがわかった。しかし，地域住民は歴史的

建造物を活用しようと考える際に，まず誰に相談すべ

きか，どの専門家を探すべきかなど，活用情報が不足

していることも実情である。そこで，各自治体は文化

財活用や観光推進，地方創生の総合的な視点から，資

金を確保し，建築や観光，商売運営など多分野におい

ての専門家を集めることが重要である。より活用相談

しやすい環境を準備ことで，歴史的建造物の活用の可

能性が広がると考えられる。 

また，対象である事例のうち，売上により，施設運営

を行っているのは 1事例にとどまっている。地域活性化

を図るための歴史的建造物の保全と活用を推進するに

あたっては，行政による支援がなくても施設運営の収支

均衡を実現することが重要であると考える。文化財を観

光資源に活用を推進していくなか，観光客向けの利用用

途を追加するによって，活用事業による売上を高めこと

が可能でではないかと考えられる。 
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【補注】 
注1)	
 文化財保護法第1条：この法律は、文化財

を保存し、且つ、その活用を図り、もつて国民

の文化的向上に資するとともに、世界文化

の進歩に貢献することを目的とする。	
 

注2)	
 文化庁（HP） 
・文化遺産総合活用推進事業 
・文化遺産を生かした地域活性化事業 
・文化遺産を生かした観光振興・地域活

性化事業 
注3)	
 人口が少なく，登録有形文化財の活用が多

い都道府県を選出するために，中央値での

選定基準を設けた（付表1）。
注4)	
 波及効果：所有者や運営主体である回答者

は，活用による変化や効果があると捉え，

それらの変化や効果を波及効果と定義す

る。	
 

注5)	
 補助金の有無に関しては，市町村によって

異なる。	
 

付表1 活用事例の選定要件

*1	
 大分大学大学院工学研究科博士後期課程     Doctoral Program, Oita Univ. 
*2	
 大分大学理工学部創生工学科・助教	
 博士（工学） Research Associate, Dept. of Architecture, Faculty of Eng., Oita Univ., Dr. Eng. 
*3	
 大分大学大学院工学研究科博士前期課程     Graduate Student, Oita Univ. 
*4 大分大学理工学部創生工学科 学部生  Undergraduate Student, Oita Univ.

付表1	
 都道府県別の人口と人口密度，
	
 	
 	
 登録有形文化財数	
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